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１．工業用水道事業の概要
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１－３．工業用水道の事業体数、事業数、給水先数の推移



１－４．工業用水道施設の給水能力、契約水量等の推移

7





（人）

出典 地方公営企業年鑑 9

１－６．工業用水道事業における職員数の推移



２．工業用水道事業費補助金の執行状況
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２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

継続
事業

建設
1.3
（8）

3.2
（6）

3.6
（6）

4.1
（5）

5.3
（5）

改築
13.8
（16）

19.3
（15）

13.9
（14）

9.8
（12）

12.0
（9）

計 ①
15.1
（24）

22.5
（21）

17.5
（20）

13.9
（17）

17.3
（14）

新規
事業

建設 － － 0 0 0

改築 － －
5.1

（13）
6.2

（16）
2.2
（7）

計 ② － －
5.1

（13）
6.2

（16）
2.2
（7）

小計
（１）=①+②

15.1
（24）

22.5
（21）

22.5
（33）

20.1
（33）

19.5
（21）

災害復旧事業
（２）

－ －
0.2
（3）

－
10.4
（6）

強靭化事業
（３）

－ －
11.8
（36）

－
15.0

（協議中）

合計
（１）+（２）+（３）

15.1
（24）

22.5
（21）

34.5
（69）

20.1
（33）

44.9
（77）

２－３．工業用水道事業費補助金の事業別予算推移と補助件数
（単位：億円、括弧内は件数）









（参 考）
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対象事業区分 補助採択基準

建設事業
１．工業用水道を布設する事業であって、次のいずれかに該当するものであること。
（１）市町村事業にあっては、計画給水量が一日につき、4,000立方メートルを超えるもの。
（２）都道府県事業にあっては、計画給水量が一日につき、8,000立方メートルを超えるもの。

改築事業
２．以下の（１）又は（２）のいずれかに該当するものであること。
（１）工業用水道施設更新・耐震・アセットマネジメント指針等に基づく更新・耐震化計画を策定し、それを実施するものであること。
（２）前項の工業用水道を改築する事業であっては、工期が１０年以下であり、かつ、補助対象総事業費が２０億円以上のものであ
ること。ただし、平成２７年度に交付された改築事業であって、補助対象総事業費に含まれた事業に限る。

強靭化事業

３．以下の（１）①から③までのいずれかに該当する工業用水道事業を営む事業者が、（２）①及び②の要件に該当する施設の更
新・耐震対策を行う事業を対象とする。
（１）

①給水開始年度が古く、施設の老朽化が進んでいる事業
②施設更新・耐震化対策による費用対効果が高い事業
③耐震化率が低く、早急に耐震化対策を進める必要がある事業

（２）経済産業省で策定した施設更新・耐震対策指針等に基づき、
①更新・耐震化対策の必要性が高いと判断される施設であること。
②経営効率化策を含んだ更新・耐震化対策実施の裏付けとなる経営計画を策定していること。

災害復旧事業

４．災害により滅失又は損傷した工業用水道を再建又は補修する事業で次のいずれかに該当すること。
（１）工期が１年未満の緊急事業であり、かつ、補助対象事業費が２億円以上のものであるもの。
（２）災害により滅失又は損傷したダム等水源施設を再建又は補修する事業で、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法又は独
立行政法人水資源機構法に基づき事業費の一部を国が負担する事業であって、補助対象総事業費が1,000万円以上のもの。

５．災害が激甚災害に対処するための特別財政援助等に関する法律第２条第１項に基づき激甚災害として政令で指定され、かつ、
当該政令において指定された適用すべき措置に激甚法第３条第１項第１号に掲げるものが含まれる場合における災害復旧事業であっ
て、次のいずれかに該当すること。

①補助対象総事業費が500万円以上であること。
②工業用水道施設の設置箇所において、当該激甚災害に係る 地震の震度が６以上であり、かつ補助対象総事業費が500万円

以上であること。

（工業用水道事業費補助金交付要綱）

（参考）工業用水道事業費補助金が対象とする事業






